




































































































































































































































































































































































































































































































































単位数 学科目 講座 
表１ 
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う規模では不十分であり独立の学部としての規模
を持つ事が必要である。
３、本学の経済学科が文理学部の１学科として
置かれたのは、本来文理学部が人文科学、自然科
学のみならず社会科学に亘る分野を包括する性格
に基いたものであるけれども、最近文理学部運営
要領により文理学部の性格が学術の基本的諸部門
に亘る綜合的教育及研究を使命とするものとされ
ているのに対し、経済学科は主として経済界に活
動しようとするものの教育に重点をおくものであ
るから、現在としては文理学部の１学科であるよ
りは、独立の学部である方がより相応しい在り方
でなければならない。
４、当初本学設立の際経済学科を置く事が承認
されたのは、他大学の法文学部に於ける経済学科
と同様、経済学士たるべきものを養成するに必要
な程度の計画を有するものとして、認められたも
のであった。其の後所期の通りの予算定員が配当
されない為専任者を以って全部を充足するに到ら
ないが、兼任教授又は講師を以て之を補足し、教
育上支障がなく他大学の経済学部の例から見ても、
経済学部として明年度から発足するに差支えない
定員と陣容を備えているものと信じている。
５、前記の通り、曽て高岡経済専門学校が置か
れていた関係上、同校の物的施設特に主として社
会科学に関する５万冊の蔵書が本学に継承され経
済学科設置に当って有利な物的基礎となったのみ
でなく、教授陣の整備に当っても有利な条件とな
ったのであるが、経済学部の設置に当っても同様
に有力な物的及人的の条件を具備するものである。
６、文理学部は前記の通り２学科編成に改める
計画であるが、文学科は11講座理学科は10講座と
して略々当初の計画通り専任者を以て充足されて
いるから、１学部としての規模は十分であり其の
使命を果す上に於て何等の支障がない。
以上のような諸理由により文理学部経済学科の改
組により経済学部を設置する計画であるが、諸般の
事情を考慮して経済学部の講座数は当分の間10講座
とし、昭和27年度の教官定員は昭和26年度と同数と
し、事務職員は当分の間旧富山大学の既定の事務職
員をもってこれを賄い、校舎設備等も既存のものを
使用し既定の経費を増加しない方針である。
尚、別紙陳情書の通り富山県当局は勿論、富山市
高岡市ならびに県内の産業有力団体においても、早
急に設立を希望し財政的援助を惜しまない状況にあ
るので、設備充実に関しては相当の期待が出来るこ
とを付記する。
この文書をさらに推敲して、文部省へ提出する経
済学部設置認可申請書が作成された。
この後、以上の「経済学部独立理由書」とほとん
ど同趣旨の陳情書が公表され、各方面に宛てて送ら
れた。それらを示せば次のようになる。
昭和26年７月25日付　富山県議会議長名による陳情書
昭和26年７月12日付　富山商工会議所に設置された
富山大学独立期成同盟会の請願書
昭和26年８月８日付　富山大学経済学科学生一同に
よる陳情書
昭和26年９月８日付　高陵会会長名による陳情書
昭和26年８月３日付　高岡市議会議長名による陳情書
昭和26年８月20日付　新湊市議会議長名による陳情書
学生の組織した富山大学経済学科、学部独立期成同
盟による請願書（日付なし）
以上のような各方面への陳情書請願書の送付・公
表と同時に、経済学部独立実現のため、国会に対す
る運動が展開された。特に高陵会会員の独立実現へ
の積極的な運動とともに、当時の参議院文教委員梅
原真隆および松村謙三を中心にした、富山県選出の
衆議院議員団の力が、独立実現に大きな役割を果た
したといわれている。このような積極的な独立運動
の結果、経済学部の独立は昭和27（1952）年の文部
省省議決定と、それを承けた「国立学校設置法の一
部を改正する法律」の成立（昭和28年８月１日）に
よって実現した。
それを祝って同年11月18日から23日の６日間にわ
たって学部昇格記念祭が盛大に行われ、学生は同記
念祭執行委員会を作って、様々な企画を催して学部
昇格を祝った。以下、『富山大学経済学部50年史』
回想篇から、一部を少々自由に引用する。
待望の学部昇格は昭和28年２月の閣議において
決せられ、28年８月新学部の発足をみたのである。
第１回生は、同年３月文理学部生のまま卒業式に
臨んで経済学士の称号を受けたが、学部独立の夢
を実現させた喜びと満足感のうちに卒業証書を受
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け取ることができた。
学部昇格の感激は、全学部を祝賀の一色につつ
んだ。記念講演会が旧高岡高商に因む高岡市で開
催され、土屋清氏の「危機に立つ日本経済」と
［高岡高商第１回卒業の］菊池善隆氏の「新中国の
実情」は学生や市民を魅了した。土屋氏の『明日
の経済』は当時のベストセラーであった。
「提灯行列、ファイヤーストーム」で大いに祝
賀の気分を盛り上げ、富山市公会堂前の街頭討論
会は北日本放送協賛で大熊先生をゲストとして華
やかに繰り広げられた。富山県会議場では音楽祭
が開かれ、電気ビルでは可西バレー教室が美しい
バレー公演を競い、映画祭として「舞踏会の手帳」
や「白鳥の死」が上映された。コスチューム・シ
ョーやダンスパーティーも市民の人気をさらった。
前節でみたような経過で、富山大学経済学部は独
立した。独立運動が実を結ぶ可能性が大きくなり、
それが実現するまでの時期に起こったことをここで
述べよう。
それは、富山大学経済学部誘致運動である。富山
大学経済学部設置場所を巡って、この間富山市と高
岡市双方が誘致を希望し、特に高岡市が行った積極
的な誘致運動は印象的といってよかろう。その経過
を跡づけることが本節の目的である。
富山大学経済学部の前身である高岡高等商業学
校、高岡経済専門学校（戦争中、東条内閣期に工業
専門学校に転換を強制され消滅）および高岡工業専
門学校が高岡にあったことは前述した。敗戦後高岡
市は、経専と工専双方の復活を主張したが、結局経
専の復活は実現せず、富山大学文理学部経済学科と
して復活したことも前述の通りである。このような
経過が経専と高岡市との間にあったので、特に高陵
会などの高岡高商ＯＢが中心になり、富山大学経済
学部を高岡市に誘致するという動きが顕在化したと
思われる。
高岡市議会を中心にした誘致運動をまず跡づけて
ゆこう。経専復活が不透明だった昭和21（1946）年
７月６日、高岡市議会で「県立高岡経専設立意見書」
が満場一致で可決されたことが、高岡市の誘致運動
の発端である。経専復活が見送られた結果、まだ富
山大学文理学部経済学科が作られる以前に、「高岡
市に富山大学経済学部創設の必要性を再確認し、そ
の実現を期待する」決議が行われている。
そして、経済学部独立運動が盛んに行われる中、
高岡市議会は経済学部独立を支援する陳情書を可決
し、昭和26（1951）年８月３日に議長名で文部大臣、
富山大学長に提出している。経済学部の独立が具体
化し始める昭和27（1952）年にはいると、８月１日
に高岡へ富山県知事を呼び、富山県知事に、高岡市
長・助役・収入役・市議会議長・副議長・高岡市選
出県議・市議会議員等が、富山大学経済学部を高岡
に設置するよう協議と陳情を行った。さらに９月に
はいると、富山県副知事・出納長・総務部長以下各
部長の来高を要請し、県知事来高の時と同じ顔ぶれ
第４節　五福新校舎への移転
学部昇格記念祭　コスチュームショー（昭和28年）
学部昇格記念祭　街頭録音（昭和28年）
学部昇格記念堤灯行列（昭和28年）
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が、経済学部の高岡設置に関して協議と陳情を行っ
ている。さらに、高岡市議会議長、某市議、助役が、
経済学部高岡設置を富山大学長に陳情している。こ
の時富山大学事務局長は、設置場所は白紙であると
返答したという。
さらに、昭和27（1952）年８月の文部省による富
山大学経済学部独立の省議決定以降、高岡市の誘致
運動はいっそう白熱化する。11月ころ高岡市は、富
山県知事・県議会議長・富山大学長・県教育委員長
らに重ねて高岡設置を陳情し、その後も高岡市は、
富山大学経済学部高岡市設置期成同盟会を作って、
陳情をくり返した。誘致運動が過熱化する中、昭和
28（1953）年７月16日には、富山県の川崎総務部長
が、富山市五福に富山大学経済学部を設置すると発
表した。これに対し、この直後の７月19日に東京で
行われた高岡市側と富山県知事との会談で、富山県
知事は、
1）７月16日の総務部長の発表は軽率、
2）工学部（高岡）と経済学部（未定）を交換す
ることを考えたが、現状では実現が不可能とわ
かる、
3）高岡市に経済学部を建設する場合、高岡市は
どのくらい財政負担に耐えられるか、
4）経済学部の代わりに工学部に機械学科と工場
経営学科を増設するというのはどうか、
と高岡側に提案し、質問した。
知事の質問に対し高岡市は、
1）財政負担は、どのような犠牲もいとわない、
2）工学部増設と経済学部誘致断念は拒否、
と答えている。
さらに７月25日・26日の２日にわたって県と、富
山市、高岡市３者の間で意見調整が試みられたが結
論は出なかった。
ところが県当局は、すでに７月９日に、富山大学、
文部省との協議の中で、経済学部を富山市に設置す
ることを前提に予算案を提出していたのである。
文部省のこの問題についての意見は、富山市にす
でに経済学科が設置されているにもかかわらず、学
部集中という国の方針を捨ててまで、高岡に経済学
部を移す理由はないというものだった。ただし、地
元富山県の一致した要望の場合のみ高岡設置の可能
性が生まれるというものだった。
ところが富山市は高岡市に経済学部を移す気はな
く、この問題は富山大学の意向とは無関係な県議会
内の問題となっていった。このような中、高岡市は
昭和28（1953）年10月15日臨時市議会に、経済学部
建設予算総額１億1,000万円（共通義務負担金4,000
万円、高岡設置特別経費4,000万円、教官住宅建設
費1,000万円、経済研究所経費2,000万円）を予算外
負担で計上し、この予算案が、市議会では満場一致
で可決されるということも起こった。
この予算可決をふまえ昭和28年10月から11月にか
けて高岡市による猛烈な県議会工作が行われた。そ
の結果、県議会に11月27日に富山大学経済学部を高
岡市に設置する件という議案が上程され、翌11月28
日に投票が行われ、23対11（白票１）という結果で、
可決された。このような議案が可決されたにもかか
わらず、富山市側は文部省の学部統合方針を盾にと
って譲らず、この問題の解決は暗礁に乗り上げたと
いってよかろう。さらに問題を複雑にしたのは、富
山大学内および経済学科内で、富山存続派と高岡移
転派に分裂したことだった。そこで、結局問題の解
決は県選出の国会議員の決定に富山市、高岡市が従
うということが確約され、問題解決がはかられた。
富山県選出国会議員団は、文部省に現地の再調査
を依頼し、その判断を尊重することを決めた。その
決定を承けて、文部省から２人が調査のため富山・
高岡両市に派遣され、昭和28年12月24日に文部省は、
富山市に富山大学経済学部設置を発表した。この発
表で、富山大学経済学部の新設される場所が確定し
たと言ってよい。
この結果を承けて、経済学部および付属図書館の
建設が、昭和29（1954）年10月に着工され、２期に
分けて建設された校舎付属図書館は、昭和32（1957）
年２月に完成した。この校舎への蓮町からの移転は、
３月までに完了した。竣工した新設施設は、研究棟、
管理棟、付属図書館を含む鉄筋コンクリート建造物
（合計2,980平方メートルの４階建て、一部３階建て）
と、木造の講義棟、演習棟（両者で合計17室）から
なっていた。
